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●リクルーターとは（※明確な定義がない広義の用語） 

      学生や求職者に直接コンタクトをとり、個別フォローを行う等の役割を 

     担うべく、組織内で選抜される職員のことで、多くの場合、学生と同じ大 

学・高校の出身者や現場・専門分野の業務従事者がリクルーターを務める。  

学生や求職者は、共通点が多いリクルーターに親しみを感じやすく、気 

     軽に本音を話すことができる。 

少子高齢化や労働力不足等を背景に、従来の新卒一括採用だけでは人財 

確保が困難な中、大企業を中心に実施されている取組みである。 
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Ⅰ．はじめに  

組織の目的達成や事業継続、職場の活性化を実現するためには、施策の立案と実行

に適した人的資源が必要不可欠であり、その上で、変化する社会情勢や多様化する組

合員ニーズへの対応のために、新卒や中途採用の採用戦略が重要なカギとなる。 

しかしながら、近年の本会における採用事情は、新卒採用の応募者減や内定辞退、

中途採用の苦戦に加え、離職も相次ぐ危機的状況である。 

このような環境下において、本会のみ応募者数を増やすという方法は非現実的であ

り、歩留まり率向上や離職対策を含めた、採用に関する考え方の転換が求められる。 

そこで、応募者母数の増加から質や歩留まり重視へのシフト転換を行うべく、採用

マッチング率向上のための新たな手法として、次のとおり提案する。 

 

Ⅱ．事業プランの全体像  

   リクルーター制度導入により、事業や組織役割の見える化、採用候補者（学生や求

職者）との意見交換、双方向のニーズ共有を通じて採用マッチング率の向上を図り、

組織の未来を担う人財の確保に繋げる。 

   この事業を通じて組織に提供するのは、将来必要な人財となり得る「採用候補者（学

生や求職者）」であり、そのために、彼らが本会を十分に理解した上で応募するまでの

機会創出を行う。 

   主な方法としては、本会職員より選抜した「リクルーター」が学校や職場、或いは

仕事の現場で「採用候補者」と交流し、組織の役割や仕事内容、職場の雰囲気等につ

いて効果的に伝え、一方で相手方のニーズを把握するというものである。 

   採用候補者にとってのリクルーターの魅力は、就職説明会等では聞けない本音、仕

事の裏側や専門的分野について聞き、時には就職相談を行う対象として、心の拠り所

となり得る点である。 

このため、リクルーターは、交流を通じて良い意味で採用候補者との距離感を縮め、

総務部門とは異なるアプローチを行い、相乗効果を生み出すことが期待される。 

   また、この事業はリクルーター自身の使命感や責任感を育み成長を促すとともに、

リクルーターと採用候補者間の相互交流により課題解決のヒントを得るなど、人財育

成の機会としても有効であると考えている。 

図表 1：本会版リクルーター制度のイメージ 
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Ⅲ．プランに取り組む背景・理由 

１．外部環境 

 （１）少子化に伴う学生数の推移 

   令和 5 年の文部科学省発表によると、各学校段階の在学者数は年々減少傾向にあり、

特に、小学校は 42年連続の減少で過去最少を記録している。（一方で、大学の学部生

は過去最多） 

図表 2：各学校段階の在学者数推移（全国） 

 
   （出典：文部科学省 学校基本調査）   

（２）県内学生の県外流出（就職）状況  

県内高校の卒業生約 1 万人のうち、半数程度が進学や就職で県外に転出している。

また、高卒者の県内就職率が徐々に向上しており、大卒者の県内就職率は 4割程度を

横ばいで推移している。 

図表 3：高校生、大学生の進学・就職の動向 
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（出典：宮崎県産業政策課「高校生、大学生の進学・就職の動向」） 

（３）リクルーター制度の浸透と導入企業  

人財不足が深刻化する中、優秀な人財を採用するために、リクルーターを配置して 

個別に採用候補者へアプローチする「攻めの採用」に取り組む企業が増えている。 

   ただし、企業によってリクルーターに付与される役割や権限等は様々である。 

まず、多数の採用候補者を一度にフォローする「マスコミュニケーター」や 1人の 

採用候補者とじっくり向き合う「パーソナルコミュニケーター」など、役割を区分す 

る企業があり、後者は個別フォローで自組織の魅力を効果的に伝え、ターゲットを惹 

きつける効果が見込まれる。 

 この他、リクルーターが堅苦しくない雰囲気の場で面談を行い、採用選考の補助と 

することもあり（リク面）、この場合はリクルーターの目揃えや人事部門との連携がよ 

り一層重要となる。 

図表 4：リクルーター制度の導入企業 

 
（出典：人事のための情報サイト「人事バンク」） 
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２．内部環境 

   数年前までの本会の採用事情について、県内では事業規模の大きさや安定性におけ

る注目度が比較的高く、従来の採用戦略を大幅に変えずとも、一定数の応募者に恵ま

れる環境にあった。 

しかしながら、近年では状況が一変、新卒採用の応募者減や内定辞退、中途採用の

苦戦に加え、離職も相次ぎコスト損失や人手不足のリスクが絶えず、総務部門におい

ても、時代の変化に即した新しい手法を加え、試行錯誤を繰り返しているが、根本的

な解決には至っていない。 

図表 5：受験者・入会者数の推移（新卒）  図表 6：退職者数の推移 

    

図表 7①～⑤：入会 1～5年目職員のアンケート結果（対象者 39 名のうち 28 名回答） 

①本会採用試験に応募したきっかけ     ②本会主催のイベントに参加したきっかけ 

  

③インターンシップ・企業説明の参加実績  ④インターンシップ等で得た気付きや感想 

   

期中退職者の増加が著しい 

組織の取組みやアプローチ次第で数が増減する可能性あり 
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⑤その他意見等 

 

３．現在の取組状況  

   本会では、平成 28 年度以降インターンシップや就職説明会に注力し、令和 2 年度

以降リクナビを活用するなど、時代の変化に合わせた採用活動を実施中である。 

一方で、出向くことをテーマとし、毎年県内外大学・高校へ訪問、教授や窓口を通

じて学生への受験勧奨を行ってきた。 

ただし、現状では、リクナビに関しては多くの機能を効果的に活用できていない。 

また、インターンシップや就職説明会に関しては、マンネリ化が懸念される。 

さらに、大学関係者を介した周知活動は効果的であるが費用や労力がかかる。 

図表 8：インターンシップ実績       図表 9：企業説明会開催（参加）実績 

  

図表 10：県外大学訪問実績 
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４．将来予測と仮説 

  今後の入会者数や退職者数、職員数について、過去のデータから回帰直線で予測し 

たところ（FORECAST.LINEAR 関数）、以下のような予測値を得た。 

（１）受験者・入会者数の動向予測（新卒） 

受験者数は現状とほぼ同水準であるが、増加要因は高卒のみであり、即戦力となり

得る大卒に関してはは減少傾向が続く可能性が高い。 

また、入会者数は令和 6 年度以降少ない人数で推移することが予測される。 

一方で、期中退職者が現状とほぼ同水準で推移すると予測されるが、これに加え、

令和 9～10 年度は大幅な定年退職者増が見込まれる。 

図表 11：受験者・入会者数の予測（新卒） 図表 12：退職者数の予測 

  

 （２）要員過不足と職員数（全体）の動向予測 

   今後の採用者予測値（中途採用含む）から退職者予測値を差し引き、要員過不足を

算出したところ、令和 6 年度以降は大幅な要員不足が示唆された。 

   また、以上を踏まえて全体職員数の推移予測を行ったところ、近年の数値から回帰

直線で示した数値と採用・退職推移から積算した数値には顕著な差があり、保守的に

後者で示した令和 10 年度の要員予測値においては、およそ 100 人以上の不足が見込

まれることとなった。  

図表 13：要員の過不足            図表 14：今後の職員数の推移 

  

   これらのことから、採用活動の強化を図ることは当然であるが、外部・内部環境で

も示した通り、ただやみくもに応募者増を目指すのは厳しい。 

そこで、リクルーター制度を導入し、採用マッチング率向上を図ることで、歩留ま

り重視、採用資源の効率的運用、離職率の低下等を達成できるのではないかと考えた。 

入会者数は少ない数で推移 

 定年退職者の影響が 

加わり大幅減 
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Ⅳ．基本方針 

１．価値提供の対象 

   このプランの主なターゲットは、組織が求める人財となり得る「採用候補者」、そし

て、「リクルーター」として従事する本会職員である。 

   まず、地元の学校出身者や専門的知識を有する人財がリクルーターとなることで、

「採用候補者」は組織の役割や使命・事業内容・採用基準・職場の雰囲気・やりがい

等、知りたいことを気軽に聞くことができる。 

   次に、「リクルーター」はこの活動を通じて組織を俯瞰し、自組織の課題や自身のキ

ャリアについて考え、成長することが期待される。 

２．提供の価値 

従来の本会の総務部門の採用における役割は概ね「マスコミュニケーター」である

のに対し、本プランのリクルーターは「パーソナルコミュニケーター」である。 

双方の活動を組み合わせることで、採用候補者との距離を縮め、「理解を深め合う」

「ミスマッチを防ぐ」等の効果が期待される。 

また、後者においては、採用候補者にとって、早く声をかけてもらうことで組織に

好意的な反応を示す等の効果もあると考えられる。 

図表 15：リクルーターの役割と必要な知識・スキル 

 

３．実施のポイント 

   リクルーター制度の導入・運用に際し、ポイントとなるのは以下の 5 点である。 

 （１）リクルーター制度の組織全体への浸透 

⇒リクルーターが迷いなく取り組める環境をつくる。 

 （２）リクルーター自身の組織に対する理解度向上 

   ⇒ただ組織概要を伝えるのではなく、強みや弱み、社風やキャリアパス等をリアル 

に伝える（良いことばかり伝えてしまうとミスマッチや早期離職につながる）。 

 （３）ターゲット層の認識共有 

⇒能力、スキル、キャリア志向等の着眼点を把握する。 

 （４）採用候補者との信頼構築 

   ⇒「組織の顔」であることを意識し、適切な距離感を保ち、相談に耳を傾ける。 

 （５）フォローアップの充実 

   ⇒説明会後、応募後、内定後の各段階で親身にフォローを行う。 
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Ⅴ．具体的戦略プラン 

 １．実施体制 

   将来に向けた人財確保に寄与する内容であること、また、総務部門のみならず全部

門共通認識で実施する内容であることを鑑み、次のとおり実施する。 

（１）会内周知（トップメッセージ） 

  「リクルーター制度」に関する予算、行動計画等を令和 6年度事業計画に盛り込む。 

  また、会議（内部向け）や組織内ポータルサイト、リクナビやホームページ等（外 

部向け）にて、本会が「リクルーター制度」に着手することを内外向け周知する。 

（２）リクルーターの選抜 

  リクルーターは各部 1 名（総務部除く）、各県外営業所 1 名の計 11 名程度とする。 

なお、年齢・性別・業務内容・出身校・学歴（大学卒／短大卒／高校卒等）・コミュ

ニケーション能力等に関する偏りを防ぐため、総務部門が素案を作成し、各部門との

調整を経て、役員稟議手続きのもと決定する。 

また、リクルーターは定期的（少なくとも年 1 回）にメンバー更新を行う。 

図表 16：リクルーター選抜のイメージ 

 

（３）キックオフ 

  令和 6 年 4 月にメンバーを招集し、以下の内容でキックオフを実施する。 

① 役員のメッセージ…目的の再確認、リクルーターの意識高揚 

② 役割や研修内容、スケジュールの共有…役割等の明確化 

③ 自己紹介…他メンバーとの協力体制再確認、抱負の言語化 

（４）リクルーターの育成・研修 

   集合研修や定期報告、面談等によりメンバーの資質向上を図る。 

図表 17：リクルーターの育成・研修概要 
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 ２．実施内容 

リクルーターの主な活動内容は以下の通りである。ただし、県外営業所においては、 

  全ての内容に従事することは困難であるため、可能な内容から取り組む。 

（１）インターンシップや企業説明 

  総務部門に同行し、限定的な場面（OBとして、専門部署職員として等）で組織の魅 

力を伝える。学校関係者と面識がある場合はそのネットワークを有効活用する。 

（２）学校における勉強会や相談対応 

  学校関係者へ本会・JA組織に関する勉強会の企画や定期相談窓口の設置を提案する。 

（３）職場見学や就業体験対応・共同研究 

  採用候補者の知りたい内容について丁寧に答え、魅力付けを行う。 

また、部門で有する課題について一緒に考えてもらう（共同研究）ことで、組織に 

対する親近感向上、働く動機付けに寄与する。 

（４）採用広告の効果的な活用 

 リクナビやホームページ等でリクルーターの発信機会を創出する。 

（５）採用候補者の個別フォロー 

  上記イベントにおける参加者の印象やアンケート結果等から、ターゲットを絞り込 

み、アプローチする。ターゲットのタイプや専攻段階等によってその手法は異なる。 

図表 18：リクルーター実施内容の区分（重要性・開始時期等） 

 

図表 19：リクルーターの活動イメージ 
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図表 20：個別フォローの基本的な流れ 

 

 ３．スケジュール 

   年間スケジュールに沿って総務部門とリクルーターが携して取り組むが、所属部署 

の業務との兼ね合いもあるため、各自で調整し、最適化・効率化を図る。 

   また、四半期毎に定期報告を行うものとし、重要性の高い内容は都度報告する。 

図表 21：年間スケジュールイメージ 

 

 ４．費用対効果 

リクルーターの活動に必要な費用として、リクルーター研修費用、採用候補者との

面談時費用（会場使用料、飲食費、旅費）、遠隔コミュニケーションをとる際の携帯電

話・タブレット費用（通信費）、広告費等が挙げられる。 

さらに、リクルーターのモチベーションや責任感の向上に繋げるため、また、業務

負荷の対価として「リクルーター手当」を付与することも検討する。 

一方で、リクルーターは、リクルーター活動に従事することで所属部門の業務に就

く時間が減少するが、リクルーター自身の人財育成や副次的効果（※）が期待される。 

   ※主な効果の例 

「自組織について理解を深める」⇒帰属意識の高まり 

「自分の言葉で話す」⇒仕事への意識や責任感の高揚 

   「リクルーター同士の連携」⇒組織を良くしようという雰囲気の創出 

リクルーター本人の

離職対策も期待  



-12- 

５．運用上の課題  

（１）活動に関する指揮・命令系統や制限等    

リクルーター活動全般に関する指揮・命令は総務部門の範疇であるが、出張や資料

作成等は通常業務に支障が出ない範囲で実施する必要があるため、所属部門長の許可

を必ず得ることとする。 

   また、活動ツールとして、原則公用の端末のみ使用を許可し、会がやりとりの履歴 

を追えるようにする（個人情報管理もこの端末内に保管）。 

   定期活動・日常報告の様式は統一し、共通フォルダ内で関係者間共有可能にする。 

（２）リクルーターの個人格差 

   リクルーターは対話による自社アピールや人財の見極めを行うため、その効果はリ

クルーターの能力に左右される。 

   特に、リクルーターの能力が低い場合は思うような成果を得られないばかりか、そ

の振舞い次第では会のイメージダウンに繋がるリスクもある。 

   このため、リクルーターの選抜や育成は重要なポイントとなる。 

（３）アプローチの制限 

   新卒採用候補者へアプローチする際、政府からの要請等による大学生の就職・採用

活動期間に関する制限や、高校生と企業の直接連絡原則禁止等の課題がある。 

   このため、採用活動期間とそれ以外のアプローチ手法・内容を区分する、教師や学 

  校関係者へアプローチして理解を得るなど、時期やターゲット毎に臨機応変な対応が 

求められる。 

Ⅵ．おわりに 

  令和 6年 4月県域ＪＡ設立にあたり、各ステージを経て他ＪＡ・連合会を含めた採

用方針の統一や選考方法・対象とするターゲットの変化、採用窓口の移行等、大きな

内部環境の変化が見込まれる。 

  ただし、このリクルーター制度は、いずれの環境下においても成果を発揮し得る取

組みであり、ＪＡ宮崎経済連が各部門でリクルーターを配置して得るノウハウは、将

来的に県域ＪＡ地区本部（広域本部）での運用にそのまま活かすことが期待される。 

また、採用候補者に対し、県域ＪＡ組織や新しい採用に関する理解醸成・不安解消 

  への働きかけを行うという点でもリクルーターの活躍が望まれる。 

冒頭に述べたように、このプランのメインテーマは、採用マッチング率向上により、 

組織と採用候補者の双方が効率的・効果的に採用（就職）実現するための道筋をつく

ることであるが、それに加え、「ターゲットの早期発見」、「事業や組織役割の広範囲周

知」、「離職率低下」など、組織にとっての副次的な効果が得られることも期待される。 

一方で、人財確保という広範囲のテーマにおいて、リクルーター制度のような採用

前の取組みのみで全てが好転するわけではないが、本プランを足掛かりとして検討を

重ね、一つずつでも実装可能なことを積み重ねることで、『いのち』を、『みらい』へ

つなぐ役割を担う人財の確保に注力していきたい。 
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